
 

（新）自動車の低炭素運転（エコドライブ）促進事業 
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水・大気環境局自動車環境対策課 

１．事業の必要性・概要 

 東日本大震災を踏まえ、国民の省エネ・省燃費に対する意識が大きく変化しており、

日常生活に不可欠な自動車の利用についても、一層の低燃料・低炭素化することが必要で

あり、とりわけ、低炭素運転（エコドライブ）に対しては、正しいエコドライブの普及啓

発が強く求められている。 

我が国 CO2 排出量の約２割を占める運輸部門のうち、約８割は自動車が占めており、

約100万台の運送事業者等（緑ナンバー）で、エコドライブが組織的に普及している

一方、約2,300万台の法人車両（白ナンバー）では、普及が十分には進んでいない。 

このため削減ポテンシャルの高い法人車両（白ナンバー）のエコドライブの普及を

図るため、エコドライブ支援装置（車載器・燃費計等）を導入したエコドライブ活動に

よりCO2排出抑制対策の取組を行う事業所（企業・団体）等に対して、導入費用の一

部を補助する。 

また、導入効果を高めるための講習会やフォローアップ等を行うとともに、エコド

ライブ活動の取組状況や成果等を「見える化」を図るため、一元的に管理・共有する

「エコドライブＳＮＳ(ソーシャル・ネットワーク・サービス)」を構築するなど、関係

機関と連携して、エコドライブの効果的な全国推進を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

  事業実施年度：平成24～28年度 

 ①エコドライブ重点促進事業 

法人車両（白ナンバー）を50台以上使用する事業所等に対して、エコドライブ支

援装置（車載器・燃費計等）の導入費用の１／３を補助する。  

②エコドライブ推進状況「見える化」事業等 

（ア）エコドライブ導入支援事業 

①エコドライブ重点促進事業で補助を受けた事業所（企業・団体）等に対して、

講習会・フォローアップ指導等を行いのエコドライブ導入を支援する。 

 （イ）エコドライブ推進状況「見える化」事業 

様々なエコドライブ活動の取組状況や情報を一元的に管理・共有する「エコドラ

イブＳＮＳ」を構築・管理運営を行い、エコドライブ効果の「見える化」を図る。 

 

３．施策の効果 

  ・法人車両（白ナンバー）のエコドライブ普及によるCO2の削減 

  ・「見える化」による全国的なエコドライブの普及・拡大 
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自動車の低炭素運転（エコドライブ）促進事業機密性２

・東日本大震災に伴い、国民の省エネ・省燃料に対する意識が大きく変化
・日常生活に不可欠な自動車利用の低炭素化（エコドライブの実践）が急務
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「中長期ロードマップ」では、2020年におけるエコドライブによるＣＯ２削減効果を390万トンと試算。実現のためには、削減ポテンシャ
ルの高い法人車両（白ナンバー）等においてエコドライブ活動を促進する対策が不可欠。このため、高い削減効果が期待できる事業
所の取組みを促進するため、エコドライブ支援装置の導入経費を補助する。また、導入効果を高めるため、講習会やフォローアップ
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